

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































マレー人 14．814．414．1 13．9 13．613．4
インド人 7．0 6．3 7．1 7．9 8．8 9．2















































































































































































































































A加nied 5 137604　， WP 54．72
Bishan！roaPayoh5 116276　， P　A　P 56．93
ChuaChu　Kang5 153707　， P　A　P 61．20
East　Coast 5 115802　フ P　A　P 54．83
Marine　Para（1e5 146913　， P　A　P 56．64
Moulmein－Kallang4 84，190 P　A　P 58．55
PasirRis－Punggol6 167065　， P　A　P 64．79Sembawang 5 138，280P　A　P 63．90








Ang　Mo　Kio 6 173410　， P　A　P 69．33
Holland－BukitTimah4 87066　， P　A　P 60．08
Jurong 5 120735　， P　A　P 66．96
Nee　Soon 5 144027　， P　A　P 58．40TanjongPagar5 140048　｝ P　A　P 無投票
Wbst　Coast 5 116455　， P　A　P 66．57
（Singapore　Govemment，Singapore　Elections　Department，乃，θs6ゾ
EJ60≠07α」1万加s歪o％s、　2011m1～LMMEノ〉T41～｝／6！EハE朗L　EZ，ECT『0ノ〉
RESULTa〈http：／／www．elections．go肌sg／elections＿type＿electora1．htm1，
http：／／㎜．elections．govsg／elections＿results2011．htm1＞を参照して筆
者が作成。）
おわりに
　憲法上、GRC選出議員総数の増加に比例するマイノリティ議員数の増
加が保障されていない状況では、G　RC選出議員総数の増加は、必ずしも
マレー人議員を含むマイノリティ議員の増加をもたらすものではなく、多
種族主義を後退させる面をも有している（57）。1991年・1996年の憲法改正
は、したがって、39A条のマイノリティ議員の議席確保（割当て）とい
う趣旨が希薄化する方向への変更可能性を含意している。この点について
は、“シンガポール人”（Singaporean）という“国民”の育成を図るべく
国民的アイデンティティの形成・醸成が志向される中で、憲法上、多種族
主義の後退・マイノリティ保護の希薄化が顕在していると捉えることもで
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きる。
　確かに、「国民統合の試み」という視点からは、国内事情やマレー系隣
国に配慮した種族融和政策について、それは、「種族間の対立を阻止する
ことに有効でも、国民をある方向に向かって積極的に統合する原理にはな
らない」ので、「シンガポールが真に一つの社会となるには、国民を一っ
の価値規範で統合する政策が必要」とされよう（58）。
　しかしながら、他方で、国民統合政策については、シンガポールにも、
「異文化集団が分離して生活するならともかく、日々顔をつきあわせるこ
とは、多くの文化葛藤を生じないはずがない。経験的にいうと、多文化主
義や多言語主義が成功しやすい一つの条件は、むしろ各文化共同体が日常
生活レベルで分離し、相互接触が少ない場合である」（59）という指摘が妥当
する。この点に関するPA　P政府の国民統合政策を挙げると、その一つが
「公団住宅の種族混住政策」である。「植民地時代には、華人やマレー人
はそれぞれ種族ごとに固まって住む、すみわけ状態にあった」シンガポー
ルにおいて、P　A　P政府は、「国民の間に普段の生活を通じて一体感を生
み出そうと考え、公団住宅の入居政策において、意図的に華人、マレー
人、インド人が隣り合わせになるように配置」する政策を遂行してきた（60）。
その効果を否定するものではないが、問題は、種族問に文化葛藤を生じさ
せる要因がすべて解消されているといえない点にある。シンガポール華人
についていえば、いわゆる「華人ショーヴィニズム」が問題となろう。そ
れが今なお潜在していると見方も可能だからである。「華人ショーヴィニ
ズム」とは、「中華民族・中華文化の優越性を確信し、その保持発展を極
度に強調するとともに、エスニック・グループ的な観点から華人の地位向
上を積極的に主張する傾向」（61）を意味するが、華人社会内部にこの傾向が
もはや生じないという保証はないであろう。G　RC制の展開形態のあり方
如何によっては、多種族主義・マイノリティ保護の希薄化に伴う、華人の
文化的特質に関わる問題が発生する契機を孕んでいると見ることもでき
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る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ともあれ、G　RC制導入のねらいの一つは、PAPの多種族主義を野党
にも浸透させ、野党を多種族主義政党に育成すること、このことにあっ
た。G　RC選挙で勝利するには、少なくともそのための要件一政党および
その指名する候補者は、コミュナルな、種族的に過激な行動を抑制し、多
種族主義に依拠した行動をとるという要件一が満たされ、この点でもPA
Pに対抗しうるレベルに達していることが必要とされていた。それゆえ、
2011年5月の総選挙の結果、G　RC制の導入以来初めてG　RCで勝利で
きる野党（アルジュニードG　RCでのWP）が誕生した（【表3】参照）
ことには意味がある。G　RC選挙での野党の議席獲得について、憲法学の
視点からは、G　RC制（憲法制度）創設のねらいの一部が達成されたとい
う点にその意義を見出すことができる。
（1）　αsαh云oo吻〈http：／／www．asahi．com／intemational／update／0508／TKy201105080101．
　　htm1〉
（2）　「Group　Represent甜on　Cons廿tuen賜GRC」の訳語として、筆者は、「グループ代表
　　選挙区」という語を、拙稿「『グループ代表選挙区制』について」（社団法人日本シ
　　ンガポール協会『月刊シンガポール第11巻11号』（1988年10月10日発行）で用いて以
　　来、用い続けている。本稿でも、この訳語を使用する。
（3）　シンガポールは、1959年6月3日にイギリス直轄植民地（Crown　Colony）の地位
　　を脱却してイギリス連合王国内での自治を獲得し、さらに、1963年9月16日、マラ
　　ヤ連邦と合併してマレーシアを結成し、イギリスからの独立を達成した。しかし、
　　マレーシア結成から2年に満たない1965年8月9日、連邦政府のシンガポール分
　　離の決定を受け入れてマレーシアから離脱し、「シンガポール共和国」（Republic　of
　　Singapore）として独立した。
（4）　1984年8月に導入された「非選挙区議員」（Non－Cons廿tuency　Members）制の目的
　　は、国会における野党議員の一定数確保にある。「非選挙区議員」の数は、憲法では
　　6名まで認められている（憲法39条1項2号）。「非選挙区議員」となる資格を有す
　　るのは、落選した野党候補者で、その候補者の選挙区で15％以上の得票率を獲得し
　　た者に限られる。有資格者に対する「非選挙区議員」の指名は、最高得票率を得た者
　　から順次、得票率順に行われる。「非選挙区議員」は、選挙区選出議員と同じ任期で、
　　議会の審議・表決に加わることができる。ただし、選挙区選出議員と違って、憲法改
　　正法案、予算案、財政法案及び内閣不信任案の表決には加わることはできない。これ
　　らにっいては、審議に参加できるだけで、議決に参加することはできない（同法39
　　条2項）。「非選挙区議員」制は、野党が指名に応じない限り制度が機能しないという
　　難点をもっている。
　　　「非選挙区議員」制の難点が考慮されて1990年に導入されたのが、政党への所属を
　　条件としない「指名議員」（Nominated　Members）制である。「指名議員」は、大統
　　領が、総選挙後国会が召集されてから6カ月以内に、国会の特別選任委員会が指名す
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　　る候補者を「「指名議員」に任命する（憲法39条1項3号）。特別委員会は、一般国
　　民を介して特別委員会に提出された「指名議員」候補者名簿のなかから適切な人物を
　　（1997年の改正を経て）9名以内、他の国会議員と協議した後「指名議員」として
　　指名する。「指名議員」の任期は、任命されたときから2年半である（同法47条8項
　　2号、「附則4」1条4項）。r指名議員」の権限は、「非選挙区議員」のそれと同様
　　で、憲法改正法案、予算案、財政法案及び内閣不信任案については、表決権を持たな
　　い（同法39条2項）。
（5）　PAP政府は、マイノリティ保護に関する憲法規定の政治的要請（第152条）を党是
　　に組み込み、PAP綱領において、人種・宗教・言語・文化上多元主義に則った種族
　　融和の達成を志向した。
（6）　たとえば、1969年5月31日から6月1日にかけて、シンガポールで華人とマレー
　　人との問に発生し、1週間近く続いた衝突事件がある。これは、マレーシアで起こっ
　　たいわゆる「五・一三事件」（5月13日の夜、華人系野党の祝賀行進をきっかけに、
　　クアラルンプールでマレー人と華人の衝突が勃発し、大規模な「人種暴動」へと発展
　　し、非常事態宣言が発せられることになった事件）が、シンガポールに飛び火したこ
　　とによって生じた事件であった。
（7）P励佛召％吻Dθ傭召sS惚砂・名8，Vb1，50，N・．3，11thJanuar弘1988，PP．179－185．
（8）　本稿の考察には、1992年の「シンガポール共和国憲法のリプリント（Rephntofthe
　　Constitution　of　the　Republic　of　Singapore）」（lncorporating　All　Amendments　in　Force
　　on20血March1992，Printed　bythe　Govemment　Print賦Singapore）一1992年3月20日
　　の時点で有効とされる分離・独立後の全ての憲法修正が「リプリント」（reprint）に
　　よって整理統合されている憲法典一を基本的に使用する。本稿で用いる憲法規定は、
　　1992年の「リプリント」憲法典に依拠し、したがって、「シンガポール共和国憲法第
　　152条」とは、1992年の「シンガポール共和国憲法のリプリント」第152条を意味す
　　ることになる。
　　　シンガポールにおいて「憲法のリプリント」とは、法務長官（Attomey・General）
　　が大統領から委任されて行う、「リプリント」の時点までに修正された憲法条項の整
　　理統合を意味する。マレーシアからの分離・独立（1965年）後、シンガポールは新
　　しい憲法典を制定することなく、「リプリント」によって憲法典を整備していくと
　　いう独特の方式を採用した。すなわち、まず、1966年3月25日、「シンガポール憲
　　法のリプリント」（ReprintoftheConstitutionofSingapore）が公布された。1966年
　　の「リプリント」憲法において、①「1965年の憲法（改正）法」（TheCons廿tu廿on
　　（Amendment）Act，1965）によって、また、②「シンガポール独立法」（TheRepublic
　　ofSingapore　IndependenceAct，1965）に基づく大統領の「（シンガポール憲法を含
　　む）諸法の修正命令」（ModtacationofLaws（ConsdtutionofSingapore）Order）（1966
　　年3月23日公布）によって、独立後継承されたシンガポール州憲法に対して加えら
　　れた修正が整理統合され、同「シンガポール憲法のリプリント」に編入された。この
　　ように、1966年の「リプリント」憲法には、旧「シンガポール州憲法」、「マレーシ
　　ァ憲法」（同憲法の定める「基本的自由」規定や「国家緊急権」規定を準用）および
　　1965年の「シンガポール独立法」の三法を基本的なテキストとして、それに、分離・
　　独立（1965年）後の国会による改正が加わっている。さらに、政治的安定化が実現
　　される過程で、1980年の「シンガポール共和国憲法のリプリント」（Reprint　ofthe
　　Constitution　ofthe　RepublicofSingapore）が公布された。この憲法典（1980年3月31
　　日公布）において、人権保障に関するマレーシア憲法規定の準用という状況を脱却し
　　て、シンガポールが憲法典上自由・人権規定を有することになった。1980年の「リ
　　プリント」憲法典において、「マレーシア憲法」の基本的自由に関する諸規定（第2
　　編第5条～第12条）が、若干の修正が加えられてはいるが、ほとんど原文のままシ
　　ンガポール憲法第4編（第9条～第16条）の規定として条文化された。1980年の「シ
　　ンガポール共和国憲法のリプリント」は、近代憲法典の形式を整えている点におい
　　て、分離独立後の「リプリント」憲法典上最重要の憲法典として位置づけられる。本
　稿が依拠する1992年の「シンガポール共和国憲法のリプリント」は、1980年の「シ
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　　ンガポール共和国憲法のリプリント」公布後の全ての修正を1992年の時点で編入す
　　る憲法典である。
（9）　Article152（2）：The　Govemment　shall　exercise　its　functions　in　such　mamer　as
　　to　recognize　the　special　position　of　the　Malays，who　are　the　indigenous　people　of
　　Singapore，Imd　accordingly　it　shall　be　the　responsibility　ofthe　Govemment　to　prospect，
　　safeguard，support，foster　and　promote　their　politica1，educational，religious，economic，
　　social　and　cultural　interests　and　Malay　language．（Rの吻オげオh6Co％s孟伽渉加げ‘hθ
　　1～8卿δ」’oげS初g砂o紹，1992，Printed　bythe　Govemment　Printe蔦Singapore）
（10）　岩崎育夫『り一・クアンユー　西洋とアジアのはざまで』（岩波書店、1996年）
　　137－139頁参照。
（11）　R召卿協oげS劾g砂07θ，Oo∂ε7％耀魏σα2θ飽，ノ40おSゆゆ」θフnθ繊No．9，No．90f1988，May
　　31，1988，PP．45－48．
　　　伽」伽ε銘吻D8わ燃Sづ％卿・名召，V・1．50，N・．3，11出January，1988，P．181，P．187．
　　　Loαo菰
　　　1～召ゆzの距oげSf％9αρ07θ，（｝o∂87犯吻θ％云0α2θ∫≠8，ノ10孟3S％ρφ」θ吻εκちNo．9，No．90f1988，P．46．
　　　1～吻勘ゲS惚砂oz召，Oo”召7腕翻0αz吻，五〇孟3S砂力」翻甑No．10，No．100f1988，
　　June1ナ1988，pp．51－66．
　　　∫尻鳳，P．66．
　　　水木惣太郎『選挙制度論』（有信堂、1967年）、224－225頁。
　　　Singapore，SECOノ、のSCπEZ〕ULE．TEE　R41～五五4ハ4Eノ〉T4Ry　ELECT10ノ〉、4CT
　　（C㎜ER218）．1）肥Cπ02VFOR　T肥OUmゆ〉CE　OF碇）Ta～S刀V仏OT召V（凱
　　　水木『前掲書』、229頁参照。
　　　水木「前掲書』、230頁。
　　　〃’％屠一吻θ吻わ召プoo％s魏％召ηoづ召s伽∫hεPαプ」毎吻θ班ρμh8U勉渉召4飾％8’40卿，〈http：／／
　　en．wikipedia．org／wiki／Multi－member＿constituencies＿in＿the＿Parliament＿of＿the＿
　　United＿Kingdom〉
（22）　水木『前掲書』、232頁。
（23）三輪和宏・佐藤令「アメリカ大統領選挙の手続」『ISSUEBRIEF』〔NUMBER
　　456〕国立国会図書館（2004年10月25日）参照。〈http：／／www．nd1．gojp／jp／data／
　　publication／issue／0456．pdf〉2000年のメーンの事例では、4名の選挙人を選んだが、
　　1名は同州の①連邦下院議員第1選挙区（都市部選挙区）から、1名は②連邦下院議
　　員第2選挙区（郊外選挙区）から、2名は③上院議員選挙区（州全体）から選出され
　　た。各政党は、①、②には各1名、③には2名、予め別の選挙人候補を指名していた。
　　有権者は、一般選挙で大統領候補名（副大統領候補名が併記される）に対する投票を
　　行い、①、②、③ごとに集計された。この場合、①と③の集計、②と③の集計は地域
　　が重なるため、同じ票を下院選挙区用と上院選挙区用で2回計算している。結果は、
　　①、②、③のいずれの選挙区でも民主党候補ゴア名が最多得票を得て、民主党指名の
　　4名の選挙人が選出された。（EJ80≠o鰯CoJJ¢gd吻7卿漉o％〃砿α’％，fromthe　Of且cial
WebPageof㎜S別寛OF佑冊h⑳：／／㎜．s頓te．me．us／sos／cec／elec／2000g／
　　ecollOO．htm〉，πoω伽sづ伽吻JCα励4傭sθ伽且oo8ss‘o云hθ0召耀α」肋伽％BαJJo孟s，
　　from　the　Official　Wleb　Page　of　TEE　S714TE　OF1駈NE〈http：／／www．maine．gov／sos／
　　cec／elec／2004／presacc．h血〉）
　　　水木『前掲書』、235頁。
　　　野中俊彦ほか『憲法第4版』（有斐閣、2008年）（高見勝利執筆）18頁。
　　　水木『前掲書』、115頁。
　　　野村敬三「選挙に関する憲法上の原則」『憲法講座3』（有斐閣、1970）、131頁。
　　　芦部信喜著・高橋和之補訂『憲法（第五版）』（有斐閣、2011）510頁。
　　　水木『前掲書』、128－129頁。
　　　水木『前掲書』、129頁。
　　　芦部『前掲書』、512頁参照。
　　　Singapore，SECOノ〉Z）SCEE1）ULE．TEE　R41～L五4MEノ〉T，41～y　ELECT10ノ〉ノ4CT
（12）
（13）
（14）
（15）
（16）
（17）
（18）
（19）
（20）
（21）
（24）
（25）
（26）
（27）
（28）
（29）
（30）
（31）
（32）
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　　（C㎜E7～218）．1）1認0π0／VFOR　T肥OUのゆ〉CE　OFレOT研～S刀〉いOTOV（王
（33）　Pα痂伽θ％紐y1）θ傭εs　S吻g砂oz召，（堀吻」1吻07ちVb1。51，No．1，18出Mayl1988，p．27．
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